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温  暖  化 

 

温室効果ガス削減に日本全体で取り組むための

「地球温暖化対策計画」の政府原案が、経済産業省

と環境省の専門家による合同部会で示され、国連に

提出した「2030年度に 13年度比 26%減」を達成ため

の対策のほか、長期的に目指す目標として「50年 80%

減」を明記しました。 

（2016.3.4 朝日朝刊より） 

 

政府は地球温暖化対策の基本方針を示す「地球温

暖化対策計画」の原案をまとめ、2030年に 13年比

26%減らす中期目標に向け、家庭や企業のオフィスが

高効率の照明や太陽光発電を利用して約 4割の削減

を目指すことを盛り込みました。 

 

（2016.3.5 日経朝刊より） 

革新的な技術を開発して温室効果ガスの排出を大

幅に減らすことを目指す「エネルギー・環境イノベ

ーション戦略」の案がまとまりました。2050年の実

用化を目指し、重点的に開発を進める分野として、

システム、省エネ、エネルギー貯蔵、自然エネルギ

ー、二酸化炭素固定化の 5つが挙げられました。日

本発の技術を実現、普及させることで、世界全体の

排出量を最大で年 100億㌧ほど減らす効果が期待さ

れています。 

 

（2016.3.25 朝日朝刊より） 

 

エネルギー問題は何を議論すべきか？  

 

 

 

3.11 以降私たちはどのようなエネルギーを使うべきか、 

また将来に向け、今どのような電源構成が必要か 
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電    力 

 

4 月の電力小売り全面自由化を前に日本卸電力取引

所の電力スポット価格が低迷しています。 

 

（2016.3.2 日経朝刊より 

 

経済産業省と公正取引委員会は、4 月の電力小売

りの全面自由化に向けて電力会社の行為を規制する

新しいルールを発表しました。 

 

（2016.3.8 日経朝刊より） 

 

北陸電力と中国電力は、4 月から首都圏で家庭向

けの電力販売事業に参入すると発表しました。 

（2016.3.8 日経朝刊より） 

 

企業による自家発電設備の新設や増設が広がって

います。日本全体で原子力発電所 7 基分（約 700 万

kW）の相当する設備が増えました。 

 

（2016.3.11 日経朝刊より） 

 

電力小売りの全面自由化を控え、新電力に淘汰の

波が忍び寄っています。日本ロジテック協同組合が

近く破産手続きに入る見通しとなり、高知市が売電

代金の支払いを求める訴訟を起こしました。 

 

（2016.3.16 日経朝刊より） 

 

東京電力は 2018 年度中に石油火力発電所の運転

をすべて停止する方針を固めました。停止するのは

広野火力発電所 1~4 号機、鹿島火力 1~6 号機、大井

火力 1~3 号機の 3 か所です。経済産業省がまとめた

14 年時点の各電源の 1kW 当たりの発電コストは石

油火力 30~40 円で石炭（約 12 円）やガス（約 14

円）に比べ大きく見取りしています。 

（2016.3.26 日経朝刊より） 
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都市ガスやケーブルテレビなど約260社が新規参

入し、大手電力も迎え撃っています。消費者の 5%

が切り替えを申し込んだとの調査もあり、規制に守

られてきた年 8兆円規模の家庭向け電気市場が大き

く変わります。 

 

（2016.3.30 日経朝刊より） 

 

天 然 ガ ス 

 

大阪ガスは LNG 事業でインドネシアの国営石油

会社、プルタミナに技術協力します。 

 

（2016.3.4 日経朝刊より） 

 

中国は環境負荷の小さい LNG を燃料とする発電

所を増やし、、現在は 64%の石炭火力依存率を 2030

年をめどに 50%以下にするほか、石炭火力にも最先

端技術を導入して有害物質の排出を抑える対策に乗

り出します。 

 

（2016.3.12 日経朝刊より） 

関西の消費者の全体の 45%の人は関西電力から

の契約切り替えを検討しており、、公共サービスとの

セット割引や企業の知名度を重視する人が増えてい

ます。 

 

（2016.3.25 日経朝刊より） 
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発電用Ｃ重油の1~3月の大口取引価格は7年ぶり

の安値水準となりました。 

 

（201.3.25 日経朝刊より） 

 

再 エ ネ 

 

東京電力福島第一原子力発電所の事故は海外のエ

ネルギー政策にも影響を及ぼしています。 

 

（2016.3.6 日経朝刊より） 

 

経済産業省は 2016 年度から木材を燃料とするバ

イオマス発電と地熱発電の施設を取得する企業の税

負担を軽くします。 

（2016.3.13 日経朝刊より） 

 

ソフトバンクグループは 4 月下旬から、全体の約

6 割を太陽光など再生可能エネルギーでつくった電

気を家庭向けに小売りします。 

（2016.3.15 日経朝刊により） 

 

自治体が一般家庭向けの電力販売に乗り出す動き

が広がっています。 

 

（2016.3.16 日経夕刊より） 

 

一般向けの電気の小売りが 4月に自由化されます

が、複雑な料金プランも多く、、比較するのは簡単で

はありません。 

 

（2016.3.16 日経朝刊により） 

 

全国で風力発電施設の羽根が落下するなどの事故

が相次いでいることを踏まえ、2017 年度から大型の

風力発電所を持つ事業者に 3年ごとの定期検査を初
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めて義務付けます。 

 

（2016.3.22 日経夕刊より） 

 

住宅用太陽光発電の設置費用などがここ数年で大

きく下がり、20 年間使う場合の発電費用が、大手電

力会社の電力料金とほぼ同じになったことが分かり

ました。 

 

（2016.3.31 朝日朝刊より） 

 

原    発 

 

原子力規制委員会の有識者会合は北陸電力志賀原

子力発電所 1号機の原子炉建屋直下を通る断層につ

いて「活断層と解釈するのが合理的」とした評価を

まとめました。 

 

（2016.3.4 朝日朝刊より） 

 

関西電力高浜原子力発電所 3,4号機の運転を差し

止める大津地裁の仮処分決定は、原発の再稼働に高

いハードルを課しました。 

 

（2016.3.10 日経朝刊より） 

 

政府は東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に向

け 2016年度から米国、フランスと技術開発で連携し

ます。 
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（2016.3.13 日経朝刊より） 

 

関西電力が大津地裁の仮処分に不服を申し立てま

した。 

 

（2016.3.15 朝日朝刊より） 

 

関西電力の経営再建の柱となる原発再稼働のシナ

リオに狂いが生じています。 

 

（20163.19 日経朝刊より） 

 

四国電力は伊方原発 3号機を 7月にも再稼働する

方針を固めました。 

（2016.3.24 朝日朝刊より） 

 

東京電力は、原子炉のメルトダウンの判定基準が、

福島第一原発事故当時の社内マニュアルに明記され

ていたのに、その存在に 5年間気づかなかったと謝

罪しました。 

 

（2016.3.24 朝日朝刊により） 

 

原発に関する避難計画は万全か、自治体任せに不

安の声も上がっています。 
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（2016.3.25 日経朝刊より） 

 

四国電力は運転開始から 40年近い伊方原子力発

電所 1号機を廃炉にする方針を固めました。 

 

（2016.3.25 日経朝刊より） 

 

 

（2016.3.25 朝日朝刊より） 

 

 

（2016.3.26 朝日朝刊より） 

 

2011年の福島第一原発の事故前に動いていた原

発 54基のうち、廃炉となるのは 12基目です。政府

が掲げる望ましいベストミックスの達成に必要な

30基程度の稼働は厳しそうです。 

 

（2016.3.26 日経朝刊より） 

 

九州電力は川内原発の重大事故時の拠点施設につ

いて、免震構造ではなく、耐震構造にすると正式発

表しました。 
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（2016.3.26 朝日朝刊より） 

 

そ  の  他 

 

丸紅はエジプトで石炭火力発電所の建設事業に参

画します。総事業費は 4千億円超の見込みで、実現

すれば同国の発電能力の約 1割強に相当する大型プ

ロジェクトとなります。 

 

（2016.3.1 日経朝刊より） 

未曾有の原発事故は、日本の原発が抱え続けてい

る弱点を作さらけ出した。行き場がなく、原子炉の

そばに留め置かれている使用済み核燃料もその一つ

です。 

 

（2016.3.3 朝日朝刊より） 

 

川崎重工業は発電燃料や燃料電池車向けに環境負

荷が小さい次世代エネルギーとして期待される水素

の運搬技術開発で、石油メジャーの英欄ロイヤル・

ダッチ・シェルと組みます。 

 

（2016.3.14 日経朝刊より） 

 

廃熱を電力に変え、省エネなどに役立てる技術の

開発が進んでいます。 

 

（2016.3.14 日経朝刊より） 


